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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

(総合)研究報告書 

 

「CBRNEテロリズム等の健康危機事態における原因究明や医療対応の向上に資する基盤構築 
に関する研究」 

 

「CBRNE テロ災害の事例に関する研究：イスラエルにおけるテロ対応」 

「CBRNE テロリズムへの対応における矛盾に関する研究」 

 

研究分担者 竹島茂人（自衛隊中央病院 診療科 総合診療科部長） 

 

研究要旨 

1 年目は、ＣＢＲＮＥで使用される爆弾テロに注目し、爆弾そのものによって引き起こされる身

体損傷について研究した。一次～四次爆風損傷について、また診察アルゴリズムや一般の外傷診

療と異なる注意点を見出した。 

2 年目は、本邦における CBRNE テロリズム等の健康危機事態における医療対応の向上に資する基

盤構築を進めるため、イスラエル国の Authority of Hospitalization、National Emergency 

Management Authority、Israel Defense Force、 Home Front Command の担当者を訪問し、イス

ラエル国の最新動向等に関する意見交換を行って考えを共有した。その結果、イスラエルにおけ

る災害対応について調査を行った。イスラエルには災害対応を専門に行う国レベルの機関が存在

し、各省庁との連携が行われていた。また、現場レベルの対応では、軍事的な災害とそれ以外の

災害への対応という分け方が行われており、特に、ミサイル攻撃に化学剤等が含まれる事案に関

しては、警察などが対応を行なわず、軍事的な訓練を受けている、Homefront Command という機

関が対応を行っていた。本邦においても、2020 年東京オリンピック・パラリンピックの開催や近

年の北朝鮮のミサイル発射などを鑑み、自然災害のみならず、テロ攻撃などの災害への対応を行

うための災害対応機関や専門性の訓練を行っている対応機関について、イスラエル等の災害対応

を参考にしながら、今一度議論を行って、万が一のための救護体制を確立する必要があるのでは

ないかと考えられた。 

最終年度は、ＣＢＲＮＥテロリズムへの対応における矛盾に関する研究を訓練などの結果を基に

実施した。ＣＢＲＮＥテロを想定した訓練を行うと次のような常識に従わなければならない。①

爆弾テロでは、２つ目もしくは３つ目の爆発があるので現場の安全化を行わなければ現場に進入

してはならない。②爆弾の中に、Ｃ剤やＢ剤もしくはＮ剤が入っているかもしれないので、それ

らの検知を行わなければならない。③ＮＢＣ剤が検知されれば、ゾーニングをして人の出入りを

制限し、ホットゾーンにはタイプＡの防護衣を装着した者しか入ってはならない。また傷病者は

現場で水除染を行わなければ、医療機関へ搬送してはならない。 以上の常識に従うと現場で傷

病者は、短くて３０分 場合によっては１時間以上の待ち時間を我慢しなければならない。その

待ち時間の間に、多くの傷病者は死亡するか重篤な状態に陥ってしまうことは、想像に難くない。

日本が過去に経験したＮＢＣ災害と対テロ先進国であるイスラエルのテロ対応から、日本が行う

べき現場におけるテロ対応を模索した。 
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Ａ．研究目的  

【平成 28年度】 

 爆弾テロにより引き起こされる可能性のある

身体損傷等を明らかにし、診察・治療・後送等

が適切に行われ、もって国民に対する危機管

理に資する。 

【平成 29年度】 

本邦における CBRNEテロリズム等の健康危

機事態における医療対応の向上に資する基盤

構築を進めるため、また 2020年の東京オリンピ

ック・パラリンピック開催に向け、テロに対する

医療救護体制について、テロ対応の先進国と

も言えるイスラエル国を訪問し、関係機関・災

害医療に関する国際学会等へ参加・調査を実

施し、CBRNテロ等に関するイスラエル国の最

新動向等に関する意見交換を行って考えを共

有した。 

【平成 30年度】 

ＣＢＲＮＥテロ・災害時に現場で起こる矛盾を見

出して、対応策を提言する。 

 

 

Ｂ．研究方法 

【平成 28年度】 

 市販の書籍、インターネット上の情報さらには、

陸上自衛隊内で教育されている内容で公開で

きる資料から、必要で信頼できる情報を抜粋し、

必要な部分をまとめた。 

【平成 29年度】 

イスラエル国の Authority of Hospitalization、

National Emergency Management Authority、

Israel Defense Force、 Home Front Command

の担当者を訪問し、イスラエル国の最新動向

等に関する意見交換を行って考えを共有した 

【平成 30年度】 

 松本サリン事件、地下鉄サリン事件について

の報告書や文献、そしてイスラエルのテロ専門

家の講演等による情報収集を行う等、大量殺

傷型テロに関係する情報を収集し、分析・検討

した。 

 

 

（倫理面への配慮） 

 既に発表されている文献等が対称なので、

倫理的配慮は不要。 

 

Ｃ．研究結果 

【平成 28年度】 

別添資料参照 

【平成 29年度】 

１．イスラエルにおける災害 

 イスラエルでは、災害を Civil Events（市民災

害）と Military Events（軍事災害）の 2つに大き

く分け、法整備、災害対応を行っている。Civil 

Events（市民災害）とは、主に国内の災害であ

り、国家警察が指揮・命令を担うことになってお

り、Military Eventsは主に国外からの災害であ

り、イスラエル防衛軍（Israel Defense Force : 

IDF）が指揮命令を担っている。イスラエルでは、

災害を大きく７つの種類分けている。 

 

① 本格的な戦争、限局的な衝突 

 イスラエルは、過去に隣国のレバノン等と

戦争を行っている。いわゆる外国と戦闘を

行うものである。イスラエル国としては、現時

点では他国との戦争、を行っているという認

識ではなかった。シリア情勢が目まぐるしく

変化しているが、イスラエル国はそれら勢力

に対して、また、レバノンに対しても国境警

備を行っているとのことであった。ヨルダンと

エジプトとは平和協定を結んでいる。ガザ地

区はイスラエル国の一部であり、その中で

は 2014年、2015年に大規模な衝突があり、

これらは戦争ではなく、限局的な衝突、とし

て認識されていた。 
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② 大規模なテロ攻撃 

 イスラエル国内ではアラブ系民族によるナ

イフ等による単独の殺傷事件などが起きて

いる。これらはテロ攻撃ではあるが、事件と

して取り扱われている。現在までに、大規模

なテロ攻撃は、1972 年のテルアビブ空港乱

射事件や 1975 年の Savoy ホテルの人質事

件など、1970 年代には頻繁に発生していた。

しかし、1980 年代以降は大規模なテロ攻撃

は行われておらず、Islamic State of Iraq and 

Syria（ISIS）によるシナイ半島やゴラン高原

への化学攻撃が脅威となっており、また、撤

退したシリア軍が残した武器によるテロ攻撃

がテロリストには可能となっており、それらが

懸念されている。 

 

③ 自然災害（地震・津波） 

 イスラエルでは、台風や大雨などによる風

水害は気象条件上、発生しない。しかしな

がら、シリア・アフリカ断層がイスラエル国の

中心を走っており、アフリカ・アラビアプレー

トのずれによって地震が発生しているが頻

度は少ない。約 90 年前に大規模な地震が

発生しているが、近年では1995年に揺れの

大きい地震が発生している。地中海周辺で

特に地震が多く発生しており、津波も過去

に 20回程発生している。歴史的な大きな周

期を鑑みると、大規模な地震が発生する可

能性が非常に高くなっているとのことであっ

た。 

 

④ 複数地域における暴動 

 イスラエル国ではガザ地区を含むパレス

チナ人地区において、頻繁に暴動が発生

する。こちらは市民によるものが多く、インテ

ィファーダと称される場合もある。インティフ

ァーダとは「イスラエルによるパレスチナ軍

事占領に対する 2 度の民衆による抵抗運

動）」と理解されており、実際には「振り落と

す」という意味がある。これまでに第 1次イン

ティファーダ（1987 年）、第 2 次インティファ

ーダ（アル＝アクサ・インティファーダ）（2000

年）が発生している。また、近年ではアメリカ

合衆国のトランプ大統領によるイスラエル首

都の認識やアメリカ大使館のエルサレムへ

の移動に対し、インティファーダの発生が懸

念されている。 

 

⑤ 工場等の故障・事故等による災害 

 イスラエル国内には、化学工場、製薬工

場、さらには大規模火力発電所などがあり、

大規模な事故は発生していないが、事故の

発生する可能性は否定できないとのことで

あった。 

 

⑥ パンデミック 

 イスラエルではパンデミックについても災

害として認識している。これまでに。ジカウィ

ルス、SARS、新型インフルエンザ（H1N1）を

イスラエル国内でその発生を確認していると

のことであった。 

 

⑦ 大規模なサイバー攻撃 

 近年の IT 産業の発展により、様々なサイ

バー攻撃が確認されるようになっているが、

イスラエルにおいては、特に政府関係のサ

ーバーに対して、1 時間に約 500 件近いサ

イバー攻撃やフィッシング攻撃が行われて

いるとのことであった。イスラエル国内の IT

産業も世界有数の発展を遂げており、これ

らサイバー攻撃等に対しては、多くの対策

が取られているとのことであった。 

 

２．イスラエルの災害対応機関 

こうした災害に対し、イスラエルでは災害対

応機関が整備されている。政府機関としては、
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国防省、公安省、保健省、Ministry of Social 

Affairs and Service、そして Local Government

が対応を行う。さらには、災害対応に特化した

機関として、National Emergency Management 

Authority(NEMA)が設置されている。また、イス

ラエルには、Homefront Command と呼ばれる

防衛軍が設置されており、災害現場での対応

を、警察、消防、救急機関と共に行っている。 

 

・ NEMAについて 

NEMAは 2006年のレバノン侵攻後に、災

害時に経済を継続するための各機関との調

整を行う目的として設立されている。主な役

割としては、災害時の各災害対応機関の総

合的コーディネートを実施する（図 1）。具体

的には、各機関の情報を収集し、その情報

を国防省へ情報提供する。 

International
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図 1：NEMAのコーディネーション 

NEMA はさらに、災害についての十分な

検討を行って災害想定を作成し、訓練の企

画、実施している。さらに、災害による被害

を最小限に留めるためのインフラの整備や

災害時の国民生活水準の維持、企業運営

の維持を支援している。 

 

・ Homefront Commandについて 

Homefront Commandは第 1次湾岸戦争

（1992 年）時に、IDF の後方支援活動、テロ

攻撃や暴動からの市民生活の防護、災害

救助活動などを行う事を目的と設立された。

約80,000人の兵士（常設と予備）が在籍し、

Civil Events と Military Eventsの両方を対

応する。特に Military Events においてはミ

サイル攻撃に対する国家警報システムの運

営を実施、病院等への NBC 災害対応の訓

練の実施等を行っている。さらに、Civil 

Events では、国内外にサーチ＆レスキュー

チームの派遣や、災害時には被災地に診

療所を設置、犠牲者・負傷者の搬送を実施

している。 

平時には、建造物の構造をチェックし災

害時への対応方法を検討、訓練を実施し、

テレビCMやネット上の動画サイト、さらには

パンフレットなどを作成し、ミサイル攻撃時

の避難方法や、地震等への対応方法など

の広報活動を行っている（図 2,3） 

 

図 2．Homefront Commandが作成したミサイル

発射時の市民の対応方法ビデオ 

 

図 3．災害対応方法のパンフレット 
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３．イスラエルの災害対応方法 

 イスラエルにおける災害対応はその Events

によって変化している。地震発生の場合、国レ

ベルでの対応はMinistry of Public Security（公

安）が実施し、NEMA が各省庁間の情報共有

を行う（図 4）。 

 

図 4．地震時における災害対応 

 

現場では、警察が指揮をとり、救助・救急は

消防機関、救急機関が実施する。イスラエルに

は、災害による犠牲者への対応機関として

ZAKA（ヘブライ語で『犠牲者の身元確認』）も

設置されている（図 5）。また、災害時の危険情

報の発信を Homefront Commandが実施する。 

 

図 5．現場で対応を行う ZAKA 

 

ミサイルによる攻撃が行われた場合、国レベ

ルの指揮は、Ministry of Defense（防衛省）が

担い、NEMAが各省庁からの情報を集約する。

現場では、地震と同様に警察が現場の指揮を

とり、消防・救急機関が救助・救急の対応を行

い、危険情報の発信をHomefront Commandが

実施する（図 6）。 

 

 

図 6．ミサイル攻撃時の災害対応 

 

 災害がミサイル攻撃であり、かつミサイルの攻

撃に化学剤が含まれる場合は、国レベルは

Ministry of Defenseが指揮を取るが、現場レベ

ルの指揮、救助、救急対応はすべて、

Homefront Command が実施することになって

いる（図 7）。 

 

図 7．ミサイル攻撃に化学剤が含まれる場合の

災害対応 

 

【平成 30年度】 

・松本サリン・地下鉄サリンからの教訓 

 特に地下鉄サリン事件では、当初は神経剤

によるテロとは誰も考えていなかったために、

防護衣なしで救助・搬送そして治療を行ってい

83



る。神経剤のコンタミネーションで医療従事者

が縮瞳した報告はあるが、治療が必要な状態

に陥った報告はない。 

 ・現場での除染について 

 脱衣による乾的な除染のみで、９９％の除染

効果があるとの報告がある。現場で水的除染を

行うことが、現時点で常識となっているが、早期

の搬送と治療開始を優先する際には、乾的除

染のみを現場で行うのが適切と考える。 

 ・現場の安全化について 

 爆弾テロが発生すると、２つ目の爆弾に注意

が必要である。そのために、現場の安全化がな

されなければ救急隊は現場に入らないという原

則が作られてしまっている。が、誰が現場の安

全化を宣言するのか？警察は、何を根拠にし

て現場の安全化を保障できるのであろうか？ま

た警察は、自身にそのような任務があることを

そもそも理解しているのであろうか？ 

・警察による現場検証のための規制線そして消

防によるゾーニングは必要か？ 

 そもそも現場で患者の搬送を行っている最中

に、規制線を張る必要性があるとは到底思えな

い。消防学校で平成３１年１月２５日に行われ

たサリン散布シナリオでも訓練の際に、現場に

駆けつけた警察官が張った規制線が患者搬

送を妨害していたのを見ている。 

 消防によるゾーニングについても、その目的

や効果について再検討すべき時期に来ている

と考える。タイプＡの防護服についても、それ

が必要となるケースは非常に稀でサリン等の神

経剤使用では、タイプＣで十分であることは周

知の事実である。 

 

Ｄ．考察  

【平成 28年度】 

 爆弾による物理的な損傷に関する資料を収

集した。今後は、爆弾内に仕込まれる可能性

のある、化学剤（特に神経剤やビラン剤）、生物

剤、放射性物質等についての調査研究を行っ

ていきたい。その際に、諸外国におけるＣＢＲＮ

Ｅテロ対策についても情報を収集し、参考にし

たい。 

【平成 29年度】 

イスラエルにおける災害対応について調査を

行った。イスラエルには災害対応を専門に行う

国レベルの機関が存在し、各省庁との連携が

行われていた。また、現場レベルの対応では、

軍事的な災害とそれ以外の災害への対応とい

う分け方が行われており、特に、ミサイル攻撃

に化学剤等が含まれる事案に関しては、警察

などが対応を行なわず、軍事的な訓練を受け

ている、Homefront Commandという機関が対応

を行っていた。 

 本邦においては、災害は内閣府が中心とな

って対応を行うが、それぞれの省庁が実質の

現場運営の指揮を行っている。また、日本では

テロや化学剤への対応は、消防、警察、自衛

隊、海上保安庁などそれぞれの機関で対応訓

練を行っているが、実際の現場の活動は、統

一された指揮機関はなく、それぞれがそれぞ

れの指揮官に従って活動を行う形になってい

る。 

オリンピック時には、1972 年のミュンヘンオリ

ンピックテロ事件、1996年アトランタオリンピック

爆弾テロ事件などのテロ災害が発生している。

2020 年の東京オリンピック・パラリンピックでは

世界中から人々が集まり、非常にラージスケー

ルのマスギャザリングイベントになると考えらえ

る。また、それと同時に近年は北朝鮮ミサイル

の発射が頻繁に行ってわれており、日本へ着

弾する能力のあるミサイルをすでに保持してい

ることが確認できる。これらを踏まえ、本邦にお

いても、こうしたイベントへのテロ攻撃やミサイ

ル等の攻撃などによる災害への対応を行うた

めの災害対応機関や専門性の訓練を行って

いる対応機関について、イスラエル等の災害
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対応を参考にしながら、今一度議論を行って、

万が一のための救護体制を確立する必要があ

るのではないかと考えられる。 

【平成 30年度】 

テロ先進国であるイスラエルでは、ポリシーを

持ってテロ対処されている。「テロが起こっても

被害を最小限に止め、なるべく早くテロ発生前

の状態に現場と社会を復帰させる」が重要とさ

れている。従ってテロが発生しても被害を最小

限に止めるために、以下の４つが行われる。①

２０分以内に現場から全ての傷者を搬送する。

②１時間以内に傷病者は病院で治療が開始さ

れる。③警察による現場検証は３時間以内に

終了し、３時間後には交通規制等は解除され

てテロ発生前の状態に戻す。④１週間以内に

破壊された壁や建物等の修復を終了する。 

 もし、日本でテロが発生したら、マスコミは、長

期にわたって繰り返し、大々的に報道して国民

のレジディエンスを低下させるであろう。テロ現

場は警察の管理の下、長期にわたって保存さ

れ、マスコミはそのテロ現場を繰り返し国民の

目に触れさせるであろう。テロリストは、それを

見て大いに喜び、繰り返しテロを行うことを決意

するであろう。 

 

 

 

Ｅ．結論 

【平成 28年度】 

以下の事項が明らかとなった。 

 ・爆発による身体損傷は、鋭的損傷、鈍的損

傷、熱傷、四肢断裂、クラッシュ症候群、空気

塞栓等が複合した損傷形態をとる。 

 ・爆弾の爆発による損傷は、その発生メカニ

ズムにより、一次から四次爆風損傷の４つに分

類されている。 

 ・特異的な損傷は一次爆風損傷であり、身体

の外見上に損傷がなくても、爆風による風圧に

より身体内部の鼓膜、肺、腸管などに損傷を受

ける。 

・テロリストは、爆弾内に釘やボールベアリング

そして放射性物質（ダーティーボム）や化学剤

（サリンなど）を仕込むことがある。また、救助者

に対する二次被害を狙った重複爆弾テロを行

うことがあり、不用意に現場に近づかない等の

注意が必要である。 

【平成 29年度】 

イスラエル国における、災害対応機関、省庁を

訪問し、イスラエルにおける、軍事的攻撃やテ

ロなども含む災害対応について情報収集し

た。 

【平成 30年度】 

 テロ対策を本気で行うならば、対テロ教育を

しっかりと行い、日本社会が正しくテロ対処でき

るようにしなければならない。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

 

2.  学会発表   

竹島茂人. 『イスラエルにおける災害対応』平

成 29年度第 2回NBCネットワーク専門家会合 

2018.2.22 

竹島茂人.大量殺傷型テロに対する諸問題」Ｓ

Ｙ－１CBRNE テロ・災害時に現場で起こる矛

盾」第 24回 日本災害医学会 総会・ 

学術集会 2019.03.19 

 

G．知的所有権の取得状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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別添 平成 28年度 研究結果 
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